
令和 7 年度 島根県建設工事 総合評価方式 評価項目 

事前審査・証明書の発行について 

 

島根県土木部 技術管理課 

 

令和７年８月１日以降の公告の工事を対象とする、総合評価方式の評価項目の事前審査と

証明書の発行を下記のとおり行います。 

 

記 

 

１． 事前審査の対象工事(建設工事の種類等) 
土木一式工事、舗装工事、法面処理工事 

 

２． 対象の評価項目 
企業の工事成績(県)、防災協定、防疫協定、維持管理業務(県)、除雪業務(県)、 

ボランティア・ハートフル、労働福祉関連(育児介護・こっころ) 

 

３． 申請方法等について 
(1) 申請者は主たる営業所の所在する管内の県土整備事務所長(局長)あてに事前審査・証明書(申

請書様式-1)、技術資料及び添付資料を提出する。 

(2) 各県土整備事務所長(局長)は、申請者から提出された事前審査・証明書、技術資料及び添付資

料について審査し、適正と認めた場合、事前審査・証明書に押印のうえで申請者へ送付する。 

(3) 申請者は入札参加時に、押印済みの事前審査・証明書の写しを添付することで、証明書に記載

の評価項目については技術資料と添付資料を省略できる(別途、申出書の提出は必要)。 

(4) 事前審査は「総合評価方式(建設工事)技術資料の審査の統一事項」の対象外であり申請書、技

術資料及び添付資料の修正や追加提出等が可能である。 

(5) 総務部、防災部、農林水産部及び土木部所管の工事で、令和７年８月１日以降の公告の工事か

ら証明書として活用できる。 

(6) なお、当面は、従来から運用している「押印済み技術資料」についても引き続き活用可能。 

 
４． 受付期間 

(1)令和７年８月１日までの証明書発行 

  令和７年５月１５日（木） ～ 令和７年７月１１日（金） 

(2)随時受付について（上記(1)以外） 

  令和７年８月１日（金） ～ 令和８年３月１３日（金） 

 

※申請書様式、技術資料は技術管理課ホームページからダウンロードできます。 

 

５． 申請・提出方法 

電子メール 

・ 電子メールの件名は「【会社名】総合評価 事前審査・証明書について」としてください。 

・ 事前審査・証明書、技術資料、その他の資料（証明に必要な添付資料一式）を、主たる営業所

の所在する管内の県土整備事務所の電子メールアドレスあてに送信してください。 

 

技術管理課 
総合評価方式ホームページ



６． 申請・提出先、お問い合わせ 

 

島根県 松江県土整備事務所 

企画調整ｽﾀｯﾌ matsue-kendo-kikaku@pref.shimane.lg.jp  (0852)32-5749 

島根県 雲南県土整備事務所 

企画調整ｽﾀｯﾌ unnan-kendo@pref.shimane.lg.jp      (0854)42-9682 

島根県 出雲県土整備事務所 

企画調整ｽﾀｯﾌ izumo-kendo-kikaku@pref.shimane.lg.jp   (0853)30-5696 

島根県 県央県土整備事務所 

企画調整ｽﾀｯﾌ kenou-kendo-kikaku@pref.shimane.lg.jp   (0855)72-9615 

島根県 浜田県土整備事務所 

 企画調整ｽﾀｯﾌ hamada-kendo-kikaku@pref.shimane.lg.jp  (0855)29-5677 

島根県 益田県土整備事務所 

 企画調整ｽﾀｯﾌ masuda-kendo-kikaku@pref.shimane.lg.jp  (0856)31-9666 

島根県 隠岐支庁県土整備局 

 企画調整ｽﾀｯﾌ oki-kendo-kikaku@pref.shimane.lg.jp    (08512)2-9763 

 
７． 総合評価方式 事前審査・証明書 評価項目 

（１）企 業 の評 価  

①企 業 の工 事 件 数 、工 事 成 績 評定点の平均点 

 

【土 木 一 式 工 事 】 

完 成 年 度  令 和 ４年 度 から令 和 ６年 度 （完 成 及 び引 き渡 しが完 了 ） 

発 注 機 関  島 根 県 （総 務 部 、農 林 水 産 部 、土 木 部 ） 

工 事 種 別  一 般 土 木 工 事 、維 持 修 繕 工 事  

建 設 工 事 の種 類  土 木 一 式 工 事 、とび・土 工 ・コンクリート工 事 、しゅんせつ工 事  

   

 【舗 装 工 事 】 

完 成 年 度  令 和 ４年 度 から令 和 ６年 度 （完 成 及 び引 き渡 しが完 了 ） 

発 注 機 関  島 根 県 （総 務 部 、農 林 水 産 部 、土 木 部 ） 

工 事 種 別  
アスファルト舗 装 工 事 ・特 殊 舗 装 工 事 （旧 舗 装 工 事 ）、維 持 修

繕 工 事  

建 設 工 事 の種 類  舗 装 工 事  

    

【法 面 処 理 工 事 】 

完 成 年 度  令 和 ４年 度 から令 和 ６年 度 （完 成 及 び引 き渡 しが完 了 ） 

発 注 機 関  島 根 県 （総 務 部 、農 林 水 産 部 、土 木 部 ） 

工 事 種 別  法 面 処 理 工 事  

建 設 工 事 の種 類  とび・土 工 ・コンクリート工 事  
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（２）地 域 貢 献 ・その他  

 

①  防 災 協 定 の締 結 実 績  

令 和 ５年 度 及 び令 和 ６年 度 における、島 根 県 との防 災 協 定 ※を締 結 した実 績 。（協 定 を締

結 した団 体 の構 成 員 はもとより、協 定 に参 加 している協 力 企 業 等 も対 象 とする。ただし、評 価

の対 象 者 は、団 体 が所 管 する地 域 内 に建 設 業 法 に規 定 する営 業 所 を有 する者 に限 る。） 

※「風 水 害 ・（雪 害 ・）地 震 災 害 ・その他 の災 害 応 急 対 策 業 務 に関 する協 定 」 

 

②  家 畜 伝 染 病 防 疫 協 定 の締 結 実 績  

令 和 ５年 度 及 び令 和 ６年 度 における、島 根 県 との家 畜 伝 染 病 防 疫 協 定 ※を締 結 した実 績 。

（協 定 を締 結 した団 体 の構 成 員 はもとより、協 定 に参 加 している協 力 企 業 等 も対 象 とする。た

だし、評 価 の対 象 者 は、団 体 が所 管 する地 域 内 に建 設 業 法 に規 定 する営 業 所 を有 する者 に

限 る。） 

※「家 畜 伝 染 病 発 生 時 における防 疫 対 策 業 務 に関 する協 定 」 

 

③  県 管 理 公 共 土 木 施 設 に関 する維 持 管 理 業 務 又 は海 岸 漂 着 物 の回 収 業 務 の契 約 実 績  

令 和 ５年 度 及 び令 和 ６年 度 における、県 管 理 公 共 土 木 施 設 に関 する維 持 管 理 業 務 （発

注 機 関 は問 わない。島 根 県 発 注 業 務 においては県 が認 めた下 請 け業 務 も含 む。）または島

根 県 発 注 の海 岸 漂 着 物 の回 収 業 務 の契 約 実 績 （県 が認 めた下 請 け業 務 も含 む。）とし、そ

れぞれの年 度 で１回 の契 約 期 間 (月 数 )の実 績 。 

また、１回 の契 約 期 間 が両 年 度 にわたる場 合 は、契 約 期 間 の長 い方 の年 度 の実 績 とする。 

ただし、１回 の契 約 期 間 が１年 ５ヶ月 (６ヶ月 )以 上 の場 合 、両 年 度 とも実 績 があるものとする。 

なお、指 定 管 理 者 制 度 によるものは評 価 の対 象 外 とする。 

 

④  県 管 理 道 路 ・空 港 を含 む除 雪 業 務 の契 約 実 績  

令 和 ５年 度 及 び令 和 ６年 度 における、県 管 理 道 路 ・空 港 を含 む除 雪 業 務 （凍 結 防 止 剤 散

布 業 務 を含 む）の契 約 実 績 。ただし、島 根 県 発 注 業 務 においては県 が認 めた下 請 け業 務 も

含 む。 

 

⑤  ボランティア活 動 等 への参 加 実 績  

令 和 ５年 度 及 び令 和 ６年 度 における、島 根 県 内 でのボランティア活 動 への参 加 実 績 または

ハートフルしまねの参 加 実 績 。 

・ ボランティア活 動 は客 観 的 に認 められるもの（例 えば不 特 定 多 数 の者 が利 用 する公 共 ・公

益 施 設 等 における活 動 や県 民 ・地 域 住 民 に対 して行 う活 動 、あるいは社 会 福 祉 施 設 等

への活 動 ）で、市 町 村 の証 明 、新 聞 記 事 、社 内 報 掲 載 記 事 （社 外 に公 表 しているもの）、

自 治 会 長 等 の証 明 など実 績 を証 明 できる物 を添 付 すること。会 社 としてのボランティア活

動 への参 加 実 績 は、10 名 以 上 または従 業 員 の半 数 （最 低 3 名 ）以 上 が参 加 していること。

なお、ボランティア活 動 を複 数 日 で行 った場 合 、参 加 実 績 は重 複 者 を除 いた合 計 人 数 と

する（延 べ人 数 ではない）。従 業 員 数 は当 該 活 動 時 点 のものとする。 

・ ハートフルしまねの参 加 実 績 は、会 社 として年 間 延 べ人 数 が 10 名 以 上 または従 業 員 の

半 数 （最 低 3 名 ）以 上 が参 加 していること。従 業 員 数 は当 該 活 動 時 点 のものとする。 

 

 

 



⑥  労 働 福 祉 関 連 の状 況  

育 児 ・介 護 休 業 に関 する制 度 ：下 記 のいずれかの取 組 み状 況  

 

・ こっころカンパニー（しまね子 育 て応 援 企 業 ）の認 定 状 況 。認 定 状 況 を確 認 するため、

「こっころカンパニー認 定 書 」の写 しを添 付 すること。 

 

・ 「育 児 休 業 、介 護 休 業 等 育 児 又 は家 族 介 護 を行 う労 働 者 の福 祉 に関 する法 律 （令 和 ７

年 ４月 １日 施 行 、以 下 「育 児 ・介 護 休 業 法 」という。）」で定 める制 度 を超 える内 容 を含 む

制 度 を規 定 している。 

「育 児 ・介 護 休 業 法 」の申 請 にあたっては、就 業 規 則 等 のうち育 児 ・介 護 休 業 法 に関 係

する部 分 を添 付 資 料 として提 出 すること。この際 、法 定 の制 度 を超 える箇 所 にアンダーラ

イン明 示 すること。 

上 記 就 業 規 則 等 の内 容 を確 認 するため、必 ず技 術 資 料 「育 児 ・介 護 休 業 に関 する制

度  チェック表 （Ｒ７．４．１施 行 ）対 応 版 」を記 入 し、添 付 すること。 

 

 
８． 提出する書類について 

 

提出書類は事前審査・証明書(申請書様式-１)、R7 事前審査用_総合評価技術資料(以下「技術資

料」)及び添付資料とします。 
技術資料は、エクセル形式の電子ファイルにより作成し、ＰＤＦ形式の電子ファイルに変換した

技術資料とします。また、技術資料の評価対象の内容を確認するために必要な証明書等の添付資料

は、ＰＤＦ形式の電子ファイルで提出をお願いします。 
事前審査・証明書はＰＤＦ形式とエクセル形式の両方を、技術資料はＰＤＦ形式で提出ください。 

 
 
事前審査・証明書 

【PDF+ｴｸｾﾙ】 

 
申請書様式-1 

 
技術資料【PDF】 

 
ア 技術資料表紙 （様式－１） 
イ 企業の工事成績評定点（様式－２－１）（様式－２－２） 
ウ 防災協定の締結実績（様式－３） 
エ 家畜伝染病防疫協定の締結実績（様式－４） 
オ 県管理公共土木施設に関する維持管理業務または海岸漂着物の回収業

務の契約実績  （様式－５） 
カ 県管理道路・空港を含む除雪業務の契約実績 （様式－６） 
キ ボランティア活動等への参加実績 （様式－７） 
ク 労働福祉関連（育児介護・こっころ）（様式－８） 
ケ 育児・介護休業に関する制度 チェック表（様式－９） 

 

※申請書様式、技術資料は技術管理課ホームページからダウンロードできます。  
 

 

 

 

 

 

 

技術管理課 総合評価方式ホームページ⇒
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対象：

○企業としてのボランティア活動への参加実績

(1)
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。

(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

○企業としてのハートフルしまねの参加実績があれば、下表を記載すること。

(1) 活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。

(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※

平成２５年 4人

平成２４年 平成13年1月1日 ○○２ 1人

平成14年2月2日 ○○４ 3人○○３

2人○○１

登録団体名

活動したことを証明する資料と活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。

対象年度 活動箇所 年間延べ参加人数 従業員数

平成２４年 ○○５ 5人 6人

平成２５年 ○○６ 7人 8人

押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても評価

対象としません。

別添押印済資料により提出しますので、本

書への記載は省略します

 今後、○○県土整備事務所が発注する工事においては、本書の写しをもって「ボランティア活動等への参加実績」の貴
社技術資料とみなし、その他添付資料の提出は不要とする。
　ただし、本提出書類では契約実績が確認できない（評価対象となる施工範囲を満足していないなど）場合、再度、技術

資料及び必要な添付資料の提出が必要である。

 （収受印）

技 術 資 料 提 出 工 事 名 ： 県道○線　道路改良工事

提 出 事 務 所 名 ： ○○県土整備事務所

有 効 範 囲 ： 平成２７年５月３１日までに入札公告された工事　　　　　　　　　　　　

（様式-１２）

評価項目（４）-④

ボランティア活動等への参加実績

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

平成２４年度及び平成２５年度における島根県内で実施されたボランティア活動又はハートフルしまねの参加実績

対象年度 活動年月日 活動箇所 参加人数 従業員数活動内容

愛 護団体認 定証記 載

の 団体名を記 入

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）

評価項目（１）－①

課題：

（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、

使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

様式－ 1

提出日

発注者

住所　　〒

商号又は名称

代表者氏名

１　工事名

２　提出書類（下記項目の該当するもの）

担当者

部署

電話番号

FAX番号

Ｅ－ｍａｉｌ

○○　○○

　○○県土整備事務所長  様

　平成27年1月1日付けで入札公告のありました下記工事について、別添のとおり書類を添えて提出いたします。

総   合   評   価   技   術   資   料

　○ボランティア活動等への参加実績　（様式-１２）

　○労働福祉関連の状況(a 高齢者の雇用確保)　（様式-１３）
　○労働福祉関連の状況(b 障がい者雇用の実態)　（様式-１４）
　○労働福祉関連の状況(c 育児・介護休業に関する制度)　（様式-１５）

　○配置予定技術者の資格　（様式-６）
　○企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）　（様式-５）

　○企業の同種工事の施工実績　（様式-４）
　○企業の工事成績評定点　（様式-３-１、様式-３-２）

　○育児・介護休業に関する制度　チェック表　（様式-１６）

　○配置予定技術者の同種工事の施工経験　（様式-７）
　○配置予定技術者の優秀建設技術者表彰　（様式-８）

（　簡易型　総合評価方式　）

平成27年1月20日

松江市殿町８番地

690-8501

島根県土木部技術管理課

○○@pref.shimane.lg.jp

県道○線　道路改良工事

○○　○○

公共事業調整スタッフ

0852-22-○○○○

0852-22-○○○○

３　問い合わせ先

　○施工上の留意点（　一般交通に対する安全確保　）　（様式-２）

　○防災協定の締結実績　（様式-９）
　○県管理公共土木施設に関する維持管理業務または海岸漂着物の回収業務の契約実績　（様式-１０）

　○県管理道路を含む除雪業務の契約実績　（様式-１１）

　○施工上の留意点（　現場周辺環境への配慮　）　（様式-２）
　○施工上の留意点（　橋梁下部工の品質確保　）　（様式-２）

対象：

○企業としてのボランティア活動への参加実績

(1)
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

○企業としてのハートフルしまねの参加実績があれば、下表を記載すること。

(1) 活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※

平成２５年 4人

平成２４年 平成13年1月1日 ○○２ 1人

平成14年2月2日 ○○４ 3人○○３

2人○○１

登録団体名

活動したことを証明する資料と活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。

対象年度 活動箇所 年間延べ参加人数 従業員数

平成２４年 ○○５ 5人 6人

平成２５年 ○○６ 7人 8人

押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても評価
対象としません。

別添押印済資料により提出しますので、本
書への記載は省略します

 今後、○○県土整備事務所が発注する工事においては、本書の写しをもって「ボランティア活動等への参加実績」の貴
社技術資料とみなし、その他添付資料の提出は不要とする。
　ただし、本提出書類では契約実績が確認できない（評価対象となる施工範囲を満足していないなど）場合、再度、技術
資料及び必要な添付資料の提出が必要である。

 （収受印）

技 術 資 料 提 出 工 事 名 ： 県道○線　道路改良工事

提 出 事 務 所 名 ： ○○県土整備事務所

有 効 範 囲 ： 平成２７年５月３１日までに入札公告された工事　　　　　　　　　　　　

（様式-１２）

評価項目（４）-④

ボランティア活動等への参加実績

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

平成２４年度及び平成２５年度における島根県内で実施されたボランティア活動又はハートフルしまねの参加実績

対象年度 活動年月日 活動箇所 参加人数 従業員数活動内容

愛護団体認定証記載
の団体名を記入

（様式－２）

評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）

施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。

・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。
具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、

使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま

でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する

こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）

評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）

施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。

・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。
具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、

使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま

でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する

こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

対象：

○企業としてのボランティア活動への参加実績

(1)
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

○企業としてのハートフルしまねの参加実績があれば、下表を記載すること。

(1) 活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※

平成２５年 4人

平成２４年 平成13年1月1日 ○○２ 1人

平成14年2月2日 ○○４ 3人○○３

2人○○１

登録団体名

活動したことを証明する資料と活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。

対象年度 活動箇所 年間延べ参加人数 従業員数

平成２４年 ○○５ 5人 6人

平成２５年 ○○６ 7人 8人

押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても評価
対象としません。

別添押印済資料により提出しますので、本
書への記載は省略します

 今後、○○県土整備事務所が発注する工事においては、本書の写しをもって「ボランティア活動等への参加実績」の貴
社技術資料とみなし、その他添付資料の提出は不要とする。
　ただし、本提出書類では契約実績が確認できない（評価対象となる施工範囲を満足していないなど）場合、再度、技術
資料及び必要な添付資料の提出が必要である。

 （収受印）

技 術 資 料 提 出 工 事 名 ： 県道○線　道路改良工事

提 出 事 務 所 名 ： ○○県土整備事務所

有 効 範 囲 ： 平成２７年５月３１日までに入札公告された工事　　　　　　　　　　　　

（様式-１２）

評価項目（４）-④

ボランティア活動等への参加実績

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

平成２４年度及び平成２５年度における島根県内で実施されたボランティア活動又はハートフルしまねの参加実績

対象年度 活動年月日 活動箇所 参加人数 従業員数活動内容

愛護団体認定証記載

の団体名を記入

技術資料【ＰＤＦ形式】は、総合評価方式の通常の入札と同様に、発注者が評価項目毎に審査しや

すいよう、技術資料と添付資料をできる限り１つの PDF ファイルに統合するとともに、各技術資料の後に関

連する添付資料を挿入し提出するようお願いします。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術資料 添付資料 

・１つの PDF ファイルに統合 
・各技術資料の後に関連する添付

資料を挿入 


